
 

 

 

 

 

概 要 

 移転価格税制において、独立企業間価格は、「国外関連取引の内容及び当該国外関連取引の当事者が果たす

機能その他の事情を勘案して、当該国外関連取引が独立の事業者の間で通常の取引の条件に従って行われると

した場合に当該国外関連取引につき支払われるべき対価の額を算定するための最も適切な方法により算定した

金額」（措法66の4②）をいいます。独立企業間価格は、国外関連取引と類似性の高い非関連者取引における取

引価格や利益指標を基礎として算定されます。そして、この類似性の程度を比較可能性といい、類似性の程度

が十分な非関連取引を比較対象取引といいます（措法通66の4(3)－3）。 

 

 国外関連取引と非関連者取引の間の差異により独立企業間価格算定方法において独立企業間価格算定の基礎

となる取引価格や利益指標に差異を生ずるときには、差異を調整した後の取引価格や利益指標を基礎として独

立企業間価格を算定することができます（措法66の4②、措令39の12⑥~⑧）。 

 

 以下、比較可能性と差異調整について解説します。 

01 比較可能性 

 比較可能性は、非関連者取引が国外関連取引にかかる独立企業間価格算定の基礎となる比較対象取引となる

ための国外関連取引との類似性の程度であり、非関連者取引が比較対象取引となり得るかどうかの分析を比較

可能性分析(注1)といいます。 

 

 比較対象取引に該当するか否かにつき国外関連取引と非関連者取引との類似性の程度を判断する場合には以

下の諸要素の類似性を勘案することとされています(措基通66の4(3)－3)(注2)。 
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検討すべき諸要素 注 

棚卸資産の種類、役務の内容等  

売手又は買手の果たす機能 
売手又は買手の負担するリスク、売手又は買手の使用する無形資産）のうち重

要な価値のあるもの等も考慮して判断する。 

契約条件  

市場の状況 

取引段階（小売り又は卸売り、一次問屋又は二次問屋等の別をいう。）、取引

規模、取引時期、政府の政策（法令、行政処分、行政指導その他の行政上の行

為による価格に対する規制、金利に対する規制、使用料等の支払に対する規

制、補助金の交付、ダンピングを防止するための課税、外国為替の管理等の政

策をいう。）の影響等も考慮して判断する。 

売手又は買手の事業戦略 売手又は買手の市場への参入時期等も考慮して判断する。 

 

 

注1 「OECD移転価格ガイドライン2022年版」 20頁 用語集によれば、「比較可能性分析は、国外関連取引と非関連者取引との

比較であり、国外関連取引と非関連者取引の差異が検証しようとしている要素（取引価格や利益率）に重大な影響を与えないか、

または差異による重大な影響を排除する合理的で正確な差異調整ができれば両者は比較可能であるとされます。」 

OECD Transfer Pricing Guidelines for Multinational Enterprises and Tax Administrations 

 

注2 OECD移転価格ガイドラインは、取引の契約条件、取引の各当事者が使用する資産及び引き受けるリスクを踏まえた各当事者

が果たす機能、取引対象となる資産、役務の特徴、当事者の経済状況および当事者が事業を行う市場の状況、当事者の事業戦略を

挙げており（パラ1.36.）、基本通達と同様の内容になっています。 

02 差異調整 

 国外関連取引と比較対象取引の間の差異が対価の額（独立価格比準法）、通常の利益率（再販売価格基準

法、原価基準法）、営業利益率または総費用営業利益率（取引単位営業利益法）（以下「通常の利益率等」）

の算定に影響を及ぼす場合には、差異の影響を調整した後の対価の額、通常の利益率等を用いて独立企業間価

格を算定することが必要になります。 

 

 例えば、独立価格比準法においては、差異のある状況の下で売買した取引における対価の額を用いる場合に

は、「差異により生ずる対価の額の差を調整できるときは、その調整を行った後の対価の額」（措法66条の４

②一イ括弧書き）が独立企業間価格とされ、差異調整ができない場合には独立企業間価格とはされません。同

様に、再販売価格基準法においては、比較対象取引と国外関連取引の当事者の非関連者に対する再販売取引に

おいて売手の果たす機能その他において差異がある場合には、独立企業間価格算定の基礎となる通常の利益率

は、「その差異により生ずる割合の差につき必要な調整を加えた後の割合」（差異調整後の比較対象取引の当

事者の売上総利益率のこと）（措令39条の12⑥括弧書き）とされています。その他の独立企業間価格算定法に

おいても国外関連取引と比較対象取引の間の差異にかかる差異調整が法令で規定されています。 

 

 また、差異の調整は、対価の額や通常の利益率等の算定に影響を及ぼすことが客観的に明らかである場合に

https://www.oecd.org/en/publications/serials/oecd-transfer-pricing-guidelines-for-multinational-enterprises-and-tax-administrations_g1ghb7b0.html


行うべきことになり、これが明らかでない場合には、差異について調整を行う必要はないとされています。

（注3）。 

2.1 差異調整の例 

 差異調整の例として以下の例が挙げられています(注4)。 

 

(1) 貿易条件差異の調整 

 国外関連取引の貿易条件がCIFで、比較対象取引の貿易条件がFOBである場合に比較対象取引の取引価格に運

賃と保険料を加算して調整します。独立価格比準法を前提にしています。 

 

(2) 決済条件の差異 

 国外関連取引の決済サイトが30日であるのに対し、比較対象取引においては90日である場合（ユーザンス金

利はいずれも5％）、比較対象取引における取引価格の金利部分を国外関連取引の条件に引き直すことにより調

整します（比較対象取引の取引価格÷{1＋0.05×(90日/365日)}×{1＋0.05×(30日/365日)}）。独立価格比準法

を前提にしています。 

 

(3) 契約条件に取引数量に応じた値引き、割戻し等がある場合の調整 

 国外関連取引の取引数量を比較対象取引の値引き、割戻し等の条件に当てはめた場合における比較対象取引

の対価の額を調整します。独立価格比準法を前提にしています。 

 

(4) 国外関連取引および比較対象取引の当事者の機能またはリスクに差異があり、機能またはリスクの程度を

その機能またはリスクに関し支払った費用の額により測定できると認められる場合の調整 

 その費用の額が国外関連取引および比較対象取引に係る売上または売上原価に占める割合を用いて調整しま

す。再販売価格基準法、原価基準法または取引単位営業利益法を前提としています。 

 

(5) 国外関連取引の当事者と比較対象取引の当事者の運転資本の差異の調整 

 運転資本調整は、運転資本の保有に係る金利負担が販売価格に反映され、利益率に与える影響の差異を調整

しようとするものです。 

 

 OECD 移転価格ガイドライン第3章付属資料に例が示されており、下記はその一部を抜粋しています。比較対

象取引の当事者が国外関連取引の当事者と同水準の運転資本を有していた場合のEBIT/売上高を計算するもので

す。EBIT/売上高を利益指標とした取引単位営業利益法が前提となります。運転資本調整は、形式的に必ず行わ

なければならないものではなく、調整を行うことにより比較可能性が改善することが必要であるとされていま

す(注5)。 

 

 

 

 

 

 



財務情報 国外関連取引の当事者 比較対象取引の当事者 

売上高 179.5 120.5 

EBIT 1.5 1.59 

EBIT/売上高 0.8% 1.32% 

売掛金(R) 30 17 

棚卸資産(I) 36 18 

買掛金(P) 20 11 

R+I-P 46 24 

R+I-P/売上高 25.6% 19.9% 

 

運転資本調整 

国外関連取引の当事者の(R+I-P)/売上高 25.6% 

比較対象取引の当事者の(R+I-P)/売上高 19.9% 

差異(D) 5.7% 

利子率(I) 4.8% 

調整(DxI) 0.27 

比較対象取引の当事者の(R+I-P)/売上高 1.32% 

比較対象取引の当事者の調整後(R+I-P)/売上高 1.59% 

2.2  統計的手法を用いた差異調整 

 対価の額や通常の利益率等の算定に影響を及ぼすことが客観的に明らかな差異が存在する場合には、その差

異により生ずる対価の額や利益指標の差について調整を行わなければならず、その差が明らかでないことなど

により差異調整ができないのであれば、当該比較対象取引に基づいて独立企業間価格を算定することはできな

いとされています（注6）。 

 

 ただし、令和元年改正において、通常の利益率等その割合の差について必要な調整を加えることができない

場合であっても、その割合の差を定量的に把握することが困難な差異が、その差異以外の調整対象差異につき

必要な調整を加えるものとした場合に計算される割合（「調整済割合」）に及ぼす影響が軽微と認められると

きには、統計的手法（いわゆる四分位法）を用いた差異調整により算出した割合に基づいて独立企業間価格を

算定することができることとされました。 

 

 例えば、再販売価格基準法において、通常の利益率は、「その差異により生ずる割合の差につき必要な調整

を加えた後の割合（その必要な調整を加えることができない場合であって財務省令で定める場合に該当すると



きは、財務省令で定めるところにより計算した割合）」とされ、括弧書きにさらに括弧書きが加えられまし

た。 

 

 財務省令で定める場合は、定量的に把握することが困難な差異がある場合における差異が、その差異以外の

調整対象差異につき必要な調整を加えるものとした場合に計算される割合（「調整済割合」：通常の利益率

等）に及ぼす影響が軽微であると認められるときであり（措規22の10②）、財務省令で定めるところにより計

算した割合は、調整済割合の四分位間にある四つ以上の調整済割合の中央値の割合になります（措規22の

10③）。 

 

 なお、国外関連取引の対価の額が、四分位間にある割合を用いて算定されているときは、その国外関連取引

については措置法第66条の4第1項の規定を適用しないことに留意するとされています（注7）。 

 

 

注3 移転価格事務運営要領 第4章 独立企業間価格の算定等における留意点 

4-4 差異調整の方法、なお、今治造船事件（高松高判平成18年10月13日）、ワールドファミリー事件(東京地判平成29年4月 

11日)判決で同様の判示がされています。 

注4(注3)移転価格事務運営要領4-4、移転価格参考事例集 P57 移転価格税制の適用に当たっての参考事例集 

注5 (注1)OECD移転価格ガイドライン パラ3.49 

注6(注3)ワールドファミリー事件判決 

注7(注3)移転価格事務運営要領4-6 

おわりに 

 独立企業間価格を算定するために行う比較可能性分析、比較対象取引の選定、差異調整の要否の検討および

実施は、国外関連者との取引価格を管理する上で重要なプロセスであり、適切に行われているかモニターする

ことが必要です。 

また、移転価格課税が行われた場合に、課税庁の行った独立企業間価格の算定における比較可能性分析およ

び差異調整が適切であるか検討し、適時に反論することも必要です。 

 

 

 東京共同グループの一員であるTKグローバルトランザクションアドバイザリー株式会社では、移転価格税制

に対応した各種書類の作成や制度に対する疑問等、グローバルで取引する機会の多い企業に必要なアドバイス

やサポートをご提供しており、随時無料相談会を実施しております。これからグローバルで経営を進める予定

の企業様や、すでに海外展開していて移転価格税制について不安がある企業様は、ぜひ弊社にご相談くださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/hojin/010601/03.htm
https://www.nta.go.jp/law/jimu-unei/hojin/010601/pdf/bessatsu.pdf


 

本コラムの内容に関するご質問やご相談がございましたら、 

下記メールアドレスまたは当事務所ウェブサイト内の「お問い合わせフォーム」よりお気軽にご連絡ください。 

 

東京共同会計事務所 移転価格アドバイザリーグループ 

TKグローバルトランザクションアドバイザリー株式会社 

MAIL：Jikai_TP_team@TKAO.com 

URL：https://www.tkao.com 

 

 

本稿の内容は執筆者の個人的見解であり、当事務所の公式見解ではありません。記載内容の妥当性は法令等の改正により変化することがあります。

本稿は具体的なアドバイスの提供を目的とするものではなく、個別事案の検討・推進に際しては適切な専門家にご相談下さいますようお願い申し

上げます。 

© 2026 東京共同会計事務所 無断複製・転載を禁じます。 

 

専門家による無料相談や業務提携をご希望の方は、以下よりご連絡ください。 
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